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宇都宮市 

行革プラン 
～「公有財産の適正管理の推進」 

の取組事例～ 
 

 

№ 取  組  名 ページ

40 公共施設の適正配置等の推進 ― 

41  民間資金を活用した適応支援教室の整備 ２ 

42  し尿処理体制・施設の再構築 ２ 

43  緑の相談所のあり方の見直し ３ 

44  下河原・川田水再生センターのあり方の検討 ３ 

45  消防団詰所の効果的・効率的な整備 ４ 

46 公共施設等の適正管理の推進 ― 

47  公共建築物の長寿命化の推進 ５ 

48  道路施設アセットマネジメントの推進 ６ 

49  水道アセットマネジメントシステムの推進 ６ 

50  下水道ストックマネジメントシステムの推進 ６ 

51  市有施設におけるエネルギー利用の効率化の推進 ８ 

52  上河内・河内地域の体育施設の管理運営の見直し ９ 

53  市立図書館（中央・東・上河内）の管理運営の見直し １０

54  生活排水処理施設の効率的な維持管理の推進 １１

55 有償借受地の適正化の推進 １２

 
   

資料２ 



№ ４

取組内容 

 適応支援

に対応し，

一施設内で

で，より効

 また，施

などのメ

みます。 

実

① リー

■ リース

  民間事

払いなが

する手法

出する

ることが

 

 【削減効

４

※ 
 

№ ４

取組内容 

  公共

の老朽化

処理の構

実

① 処理

■ 下水
  将来

水再生
体制の構

【一体処
 ・ 既
   老朽
 ・ 下
   処理

立廃棄
・ 資
   処理

ガスを

関連施策

１ 民間

援教室「ま

，施設機能

で行えるよ

効果的・効

施設整備に

リットを生

実施スケジュ

ス手法によ

ス手法によ

事業者が建

がら一定期

法であり，建

ことができ

が可能 

効果】 

６，８２５

単年度に

２ し尿

下水道の普

等を踏まえ

築に向けた

実施スケジュ

理体制・施設

処理施設に
的にし尿や
センター）
構築を推進
理のメリッ
存の下水処
朽化したし尿
水汚泥との
理した汚泥
棄物が削減 
源エネルギ
理により発
を抑制  

策：No.40

間資金を活

ちかどの学

の充実を図

うにするな

効率的な指導

当たっては

生かし，民間

ュール 

よる施設整備

る施設整備

建物を建設・

期間借り受け

建設に要す

るため，財

千円（事業

における効果

尿処理体制

普及に伴うし

え，下水道施

た，し尿処理

ュール 

設の再構築 

における浄化
や浄化槽汚泥

において，
進 
ット】 
処理施設（川
尿処理施設（
の一体処理に
がセメント

 
ギーの有効活
生した消化

0 公共施設

活用した適

学校姿川教室

図るとともに

など，児童生

導・支援を提

は，財政負担

間のノウハウ

Ｈ２７年

備 
準備

着工

備 

所有し，市

けした後，最

る費用を複

政負担の縮

業期間：１０

果額 ４，６

制・施設の

し尿・浄化槽

施設における

理体制・施設

Ｈ２７

処理のあ

体制等

化槽汚泥等受
泥の処理量

浄化槽汚

川田水再生セ
（東横田清掃工
による埋立廃
の原材料な

活用による環
ガスを，施設

設の適正配

－２－ 

適応支援教

室」及び「つ

に，児童生徒

生徒の状況に

提供するた

担の縮減・平

ウや資金を活

年度 Ｈ２８

備 

工 
供用

主な取組等

市は毎年賃借

最終的に市が

複数年に分け

縮減や平準化

０年間） 

６８３千円

の再構築

槽汚泥の減

る一体処理

設の再構築

７年度 Ｈ２

あり方,

等の検討

主な取組等

受入施設の
が減少して
泥等受入施

センター）
工場）の更新
廃棄物の削
どに有効活

環境負荷の
設内のボイラ

配置等の

教室の整備

つげの木教

徒の個別か

に応じた柔軟

め，両施設

平準化や工期

活用した施

８年度 Ｈ２

用開始

等 

借料を

が取得

けて支

化を図

 

減少や，し尿

理を含め，安

築に取り組み

２８年度 Ｈ

→ 施

等 

の整備 
ていくことを
施設を新たに

の有効活用
新と比較して

削減 
活用されるた

の低減 
ラーの燃料な

の推進 

適

備 

室」につい

ら集団まで

軟なプログ

設の統合・整

期短縮によ

施設整備（リ

２９年度 Ｈ

 

尿処理施設

安定的・効率

みます。 

Ｈ２９年度 Ｈ

施設整備

を見据え，
に整備し，

用による費用
て，建設事業費

ため，最終処

などに活用す

応支援教室 

いて，施設の

での一貫した

グラムを実施

整備に取り組

よる事業開始

リース手法）

Ｈ３０年度 

 

（東横田清

率的かつ持

Ｈ３０年度 

→ 

下水処理施
一体的に処

用削減 
費や維持管理

処分場に埋め

することで，

まちかどの

の老朽化等

た活動を同

施すること

組みます。

始の迅速化

に取り組

Ｈ３１年度

 

掃工場）

続可能な

Ｈ３１年度

実施 

施設（川田
処理できる

理費を削減

め立てる埋

温室効果

の学校 



－３－ 

№ ４３ 緑の相談所のあり方の見直し 

取組内容 

 本市の緑化推進の拠点である「緑の相談所」について，他の主体が提供する類似サービス

や施設の老朽化の状況などを踏まえながら，今後のサービス提供のあり方について検討し，

緑化推進に向けたより効果的・効率的なサービスを提供します。 

実施スケジュール Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度

① 施設のあり方の見直し 検討 
準備 

随時実施
→ 

 
  

主な取組等 

■ 施設の概要 

 ・ 所在地  宇都宮市平出工業団地 30-1 

 ・ 設置時期 昭和５６年５月 

 ・ 施設の機能 

花や緑に関する相談対応，講習会等の開催による知

識の普及啓発，緑化ボランティア等の人材育成 

■ 見直しの内容 

 ・ インターネットや民間事業者による緑化に関する 

サービスの充実，利用者の減少傾向に加え，供用開始

後３５年を経過し施設が老朽化していることから，平

成２９年３月に緑の相談所を廃止予定 

・ 相談所の機能は，民間活力や既存施設を有効に活用しながら，今後も確保 
 

№ ４４ 下河原・川田水再生センターのあり方の検討 

取組内容 

 下河原水再生センターの老朽化や，川田水再生センターの耐震化，改築更新などの課題に対

応し，将来的な処理水量を勘案した合理的な処理体制の構築に向け，両水再生センターのあり

方を検討します。 

実施スケジュール Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 

① 
水再生センターのあり方

検討 

下河原 

基本計画 

策定 

公共下水道

全体計画 

見直し 

川田 

基本方針 

策定 

耐震化等 

事業実施 
→ 

主な取組等 

■ 施設の現状等 

下河原水再生センターにおいては，昭和４０年の供用開始後，約５０年が経過し老朽化が

進行し，施設の修繕では対応しきれない状況になりつつあり，川田水再生センターにおいて

は，施設の改築更新や耐震化事業などの課題への対応が必要 

■ 水再生センターのあり方検討 

  施設の老朽化などの課題に対応していくため，将来的な処理水量を勘案した合理的な処理

体制の構築に向け，両施設の統廃合も含め，施設のあり方の検討を推進 

  

 

 

 

 

 

 

関連施策：No.40 公共施設の適正配置等の推進 

下河原 

水再生センター 

川田 

水再生センター 



№ ４

取組内容

東日本

危惧され

について

防団詰所

進するこ

① 
整備

備 

■ 市の

 ・組織

・設備

    

 

■ 消防

 ・機能

 ・設備

 ・配置

 

 

 

関連施策

４５ 消防

容 

本大震災にお

れる中，地域

て，緊急時に

所整備検討会

ことで，将来

実施スケジ

備計画に基づ

の消防団の概

織：１団２６

備：消防ポン

  小型動力

防団詰所の概

能：災害時に

備：消防自動

消防機械

消防団員

置：１５３か

策：No.40

防団詰所の

おける被害

域住民と共に

における対応

会」において

来にわたって

ジュール 

づく効果的

概要 

６分団，定員

ンプ自動車

力ポンプ積載

概要 

における消防

動車車庫 

械器具置場 

員待機場所 

か所 

0 公共施設

の効果的

に加え，今

に地域の安

応や詰所の老

ても十分に

て安定的な

Ｈ２７

的な整
検

員２，１５

２１台 

載車１３２

防団員の活

等 

設の適正配

－４－ 

的・効率的な

後，南海ト

全・安心を

老朽化の現

議論しなが

な非常備消防

７年度 Ｈ２

検討 

整備

策

（上

河内

主な取組等

０人 

台 

活動拠点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配置等の

な整備 

ラフ巨大地

を守る消防団

状などを踏

がら，より一

防力の確保に

２８年度 Ｈ２

備計画

策定 

上河内・

内地域）

順

等 

の推進 

地震及び首都

団の活動拠点

踏まえ，消防

一層効果的

に取り組み

２９年度 Ｈ

順次， 

実施 

都直下地震

点である消

防団員の参画

・効率的な

ます。 

Ｈ３０年度 

→ 

消防

の発生が

防団詰所

画する「消

整備を推

Ｈ３１年度

→ 

防団詰所



№ ４

取組内容

  市が

まれるこ

けを行い

えた事業

① 
予防

（対

実

① 
新た

命化

■ 取組

 

【事業コ

  過去

理由に

実施し

となっ

けを行

するこ

イフサ

理，解

減に寄

 

 

【事業コ

  定期

事業の

業コス

 

 

 

 

 

関連施

事業費 

７ 公共

容 

が保有する公

ことなどを踏

いながら，よ

業コストの低

防保全対象建

対象建築物に

実施スケジ

たな修繕計画

化 

組により得ら

コストの低廉

去の公共建築

により概ね約

し財政負担の

っていたが，

行い，計画的

ことで，長寿

サイクル（建

解体等）に係

寄与 

コストの平準

期的な建築物

の精査を行い

ストを集中さ

策：No.46

年数 

共建築物の

公共建築物

踏まえ，「第

より一層，予

低廉化・平

取組の目

建築物の修繕

に対する策定

ジュール 

画に基づく長

られる効果 

廉化】 

築物は，老朽

約３０年で建

の増大が大

修繕の優先

的な予防保全

寿命化に繋

建物の建設

係る事業コ

準化】 

物の調査診

い，劣化状況

させず平準化

6 公共施

耐用年数経

修繕等の集

の長寿命化

の老朽化に

第２次公共

予防保全・長

準化を推進

標指標 

繕計画の策

定状況（割

Ｈ２７

長寿
計画

主

朽化等の

建替えを

きな問題

先順位付

全を実施

がり，ラ

，維持管

ストの縮

断（法定点

況に応じて

化すること

設等の適

事

経過による 

集中 

－５－ 

化の推進

に伴い，その

建築物長寿

長寿命化に

進します。

策定数【単位

割合）） 

７年度 Ｈ２

画策定

計

基

長寿

主な取組等

点検を含む）

て実施年の前

で健全で円

適正管理の

計画

実施

年数 

事業費 

平準化

事業

進 

の維持・更新

寿命化推進計

に取り組み，

現

（Ｈ２

位:棟】

（9

８年度 Ｈ２

画に 

づく 

寿命化

等 

等のデータ

前倒しや先送

円滑な財政運

の推進 

画的な予防保

施しない場合

年数 

費 

新に係る財政

計画」に基づ

施設のライ

現状 

２５年度）

中

（Ｈ

471 

95.0%） （

２９年度 Ｈ

→ 

タをもとに

送りを行い

運営を推進

全を 

 

計画的

実施し

調査診断等
事業の精査
事業コスト

政需要の増加

づき，修繕

イフサイク

中間年度 

Ｈ２９年度） 

最

（

504 

（100.0%） 

Ｈ３０年度 Ｈ

→ 

に，予防保全

，特定の年

進 

的な予防保全を

した場合 

縮減額

等の実施によ
査を行い， 
トを平準化 

加が見込

の優先付

ルを見据

最終年度

Ｈ３１年度）

504 

（100.0％）

Ｈ３１年度

→ 

全対象 

年に事 

を 

額 

り 



－６－ 

 

№ ４８ 道路施設アセットマネジメントの推進 

取組内容 

  高度成長期に建設された道路施設の老朽化が進行する中，早急に道路施設の点検を行

い，大規模な修繕が必要になる前に，計画的に予防保全を実施することで，施設を長寿命化

し，道路のより高い安全性や信頼性を確保しながら，トータルコストの縮減や支出の平準化

を図ります。 

実施スケジュール Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度

① 
修繕計画に基づく修繕 

（橋りょう） 
推進 → 計画 

見直し 
推進 → 

② 
修繕計画に基づく修繕 

（道路舗装） 
計画策定 実施 → 

計画 

見直し 
推進 

③ 
重点的に点検する道路付属施設 

（横断歩道橋等） 

順次， 

拡大 
→ → → → 

（見直し予定）  

 
 
 
 
 
 
 
 

№ ４９ 水道アセットマネジメントシステムの推進 

取組内容 

  中長期的な視点による水道施設の更新需要及び財政収支の見通しに基づく改築・更新

や，維持管理における点検・修繕などを体系化した「水道アセットマネジメントシステム」

を確立し，計画的・効率的な水道施設の管理運営を行うことで，水道施設や財政の健全性を

確保し，持続可能な水道事業の実現に取り組みます。 

実施スケジュール Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度

① 
アセットマネジメントシステ

ムの確立・運用 
運用準備 → 運用開始 推進 → 

（見直し予定） 
 
 
 
 
 
 

№ ５０ 下水道ストックマネジメントシステムの推進 

取組内容 

 中長期的な視点による下水道施設の更新需要及び毎年度の予算に基づく改築・更新や，維持管

理における点検・修繕などを体系化した「下水道事業ストックマネジメントシステム」を確立し，

国が策定を要請する「下水道事業管理計画制度」との整合を図りながら，計画的・効率的な下水

道施設の管理運営を行うことで，下水道施設や財政の健全性を確保し，持続可能な下水道事業の

実現に取り組みます。 

実施スケジュール Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度

① 
ストックマネジメント 

システムの確立・運用 

運用準備 
（田川第１・

第２処理区）

→ 

一部 
運用開始 

（田川第１・

第２処理区）

下水道事業
管理計画制
度との整合，
他処理区へ

拡大 

→ 

（見直し予定） 

 

関連施策：No.46 公共施設等の適正管理の推進 



－７－ 

主な取組等 

■ アセットマネジメント・ストックマネジメントのイメージ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



№ ５

取組内容

 地球温

る意識の

ＭＳ）や

化（スマ

① スマ

■ 取組

今後

点検管

取組の

効率化

 

■ 現在

【運用改

・ 昼

・ エ

・ 給

 

【設備改

・ Ｌ

・ 人

・ 地

（見直

関連施

５１ 市有

容 

温暖化に対応

の高まりを踏

や省エネ・再

マート化）を

実施スケジ

マート化の実

組の目的 

後の市有施設

管理などによ

の流れなどを

化を図るもの

在の実践事例

改善】 

昼休み等の照

エアコン温度

給湯器利用台

改善】 

ＬＥＤ照明の

人感センサー

地区市民セン

直し予定） 

策：No.46

有施設にお

応した環境負

踏まえ，施設

再エネ設備等

を推進します

ジュール 

実施 

設のエネルギ

よる「運用改

をまとめたガ

の 

例 

照明消灯の徹

度の適正な設

台数の制限 

の導入   

ーの設置 

ンターへの太

6 公共施

おけるエネ

負荷の低減

設のエネル

等の導入拡

す。 

Ｈ２７

実施

の策

ギー利用に

改善」，省エ

ガイドライ

徹底   

設定   

など 

    

太陽光発電

設等の適

－８－ 

ネルギー利

減や東日本大

ルギーを制御

大を図りな

７年度 Ｈ２

施方針

策定 

順

実

主な取組等

について，目

エネ・再エネ

ンを策定し

 ・ 蛍光

 ・ 近距

   

電，蓄電池の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適正管理の

利用の効率

大震災を契機

御・管理する

ながら，行政

２８年度 Ｈ２

順次， 

実施 

等 

目指す姿や，

ネ機器などの

し，各施設で

光灯の間引き

距離での公用

の設置 など

の推進 

率化の推進

機としたエ

るマネジメン

政全体のエネ

２９年度 Ｈ

→ 

具体的な実

の導入によ

でのエネルギ

き使用 

用自動車利

ど 

進 

ネルギー利

ントシステ

ネルギー利

Ｈ３０年度 

→ 

実施手法（

る「設備改

ギー利用の

用の制限 

利用に係

ム（ＢＥ

用の効率

Ｈ３１年度

→ 

日常的な

善」等），

さらなる



№ ５

取組内容

 上河内

の向上」

り一層の

ら，指定

※上河内

 上河内

 河内総

① 
指定

【単

① 
管理

（指

■ 体育

  指定

意工夫

スケー

プール

市体育

等の体

（１９

 

■ 参考

  

 河内総

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関連施

５２ 上河

容 

内・河内地域

と「経費の

の振興を推進

定管理者制度

内・河内地域

内体育館，上

総合運動公園

定管理者制度

単位：％】 

実施スケジ

理運営の見直

指定管理者制

育施設におけ

定管理者制度

夫などによる

施設名 

ートセンター

ル（陽南，駅

育館，市サッ

体育施設 

９施設） 

考：上河内

総合運動公園

策：No.46

河内・河内

域の体育施設

の縮減」を図

進するため，

度の導入を推

域の体育施設

上河内運動場

園，河内体育

取組の目

度導入施設

ジュール 

直し 

制度導入） 

ける指定管理

度を導入した

る，利用者サ

ー 

駅東） 

ッカー場

・河内地域の

園     

6 公共施

内地域の体

設の管理運

図り，施設

，民間事業者

推進します

設： 

場，芦沼運

育館，下田

標指標 

設における利

Ｈ２７

対象

等検

理者制度の

たことによ

サービスの向

・スケート教

・貸切開放

・更衣室の設

・ライフガー

・水泳教室の

・売店の設置

・ホームペー

・開館日の拡

・ニーズを踏

の主な施設

上河内体

設等の適

－９－ 

体育施設の

運営について

の更なる利

者等の創意

す。 

運動場，宮山

田原運動場，

利用者満足度

７年度 Ｈ２

象施設

検討 
準

主な取組等

の導入効果

より，経費の

向上や利用

教室，ホッ

日の設定 

設置 

ード体験や

の実施 

置 

ージにおけ

拡大 

踏まえたス

設 

体育館   

適正管理の

の管理運

て，民間のノ

利用を促進す

意工夫の発揮

山田運動場，

古田運動場

（Ｈ

度 

２８年度 Ｈ２

準備 

等 

の縮減と，民

用促進に向け

主な取組

ケー教室の

流れるプー

る施設の空

ポーツ教室

     

の推進 

運営の見直

ノウハウを活

することで，

揮に向けた運

高間木キ

場 

現状 

Ｈ２５年度）

中

（Ｈ

― 

２９年度 Ｈ

実施 

民間事業者が

けた多様なサ

組 

実施 

ル作り等イ

き状況の公

の拡充 

河内体育

直し 

活用した「

，市民スポ

運用にも配

ャンプ場，

中間年度 

Ｈ２９年度） （

80.0% 

Ｈ３０年度 

  

が持つノウ

サービス展

ベントの実

公表と予約受

育館 

サービス

ーツのよ

慮しなが

 

最終年度

（Ｈ３１年度）

85.0% 

Ｈ３１年度

  

ハウや創

開を実現

実施 

受付 



 

№ ５

取組内容

  直営

の推進に

などを含

① 
中央

（施

② 
中央

（レ

実

① 
中央

理運

■ 図書

  指定

意工夫

施設

南図書

河内図

 

 

■ 参考

  

 中央図

 

 

 

 

 

 

 

 

 南図書

関連施

３ 市立

容 

営の市立図書

に向けた図書

含め，図書館

央・東・上河

施設・設備に

央・東・上河

レファレンス

実施スケジ

央・東・上河

運営の見直し

書館における

定管理者制度

夫などによる

設名 

書館 

・

・

・

図書館 

・

・

・

考：本市の図

図書館（直営

書館（指定管

策：No.46

立図書館（

書館（中央

書館サービ

館のより効果

取組の目

河内図書館に

に係るもの）

河内図書館に

スサービスに

ジュール 

河内図書館の

し 

る指定管理者

度を導入し

る，利用者サ

・プレイルー

・図書館まつ

・開館時間の

・図書館まつ

・開館時間の

・飲食コーナ

図書館 

営）    

管理者制度

6 公共施

（中央・東

・東・上河内

スの向上を

果的・効率

標指標 

における利

）【単位：％

における利

に係るもの

Ｈ２７

の管
検

者制度の導

たことによ

サービスの向

ーム（キッズ

つりやビブリ

の延長，開館

つりや講座の

の延長，開館

ナーの設置

東図書館

）河内図書

設等の適

－１０－ 

・上河内図

内図書館）

を図るため，

率的な管理運

利用者満足度

％】 

利用者満足度

）【単位：％

７年度 Ｈ２

検討 →

主な取組等

導入効果 

より，経費の

向上や利用

主な取組

ズコーナー）

リオバトル等

館日数の拡大

の開催等イベ

館日数の拡大

館（直営）

書館（指定管

適正管理の

図書館）の

について，

民間委託の

運営を確立

現

（Ｈ２

度 
7

度 

％】 
4

８年度 Ｈ２

→ 準

等 

の縮減と，民

促進に向け

への保育士

等イベントの

大 

ベントの実施

大 

    上

管理者制度）

の推進 

の管理運営

「宇都宮市

の拡大や指定

します。 

現状 

２５年度）

中

（Ｈ

74.7% 

43.6% 

２９年度 Ｈ

準備 
順

民間事業者が

けた多様なサ

士配置 

の実施 

施 

上河内図書

） 

営の見直

市読書活動推

定管理者制

中間年度 

Ｈ２９年度） 

最

（

85.0% 

62.6% 

Ｈ３０年度 Ｈ

順次，実

施 

が持つノウ

サービス展

書館（直営）

し 

推進計画」

度の導入

最終年度

Ｈ３１年度）

→ 

→ 

Ｈ３１年度

→ 

ハウや創

開を実現

 



№ ５

取組内容

 将来に

内の生活

の接続も

※ 対象

① 生活

実施

① 
改定

計画

② 施設

 

 ■ 生活

  し尿

どの排

 

■ 再編

・ 農

  農

使っ

う処

 

・ 地

  民

など

る施

 

■ 効率

 ・ 施

って

ると

まえ

水道

 ・ 将

いて

 

４ 生活

容 

にわたって安

活排水を集合

も含めた処理

象施設（農業

活排水処理施

施スケジュ

定生活排水

画の策定・推

設の再編等 

活排水 

尿や生活雑

排水） 

編を検討す

農業集落排水

農業集落にお

った水が農

処理する施設

地域下水処理

民間で開発

どで使った水

施設 

率的な維持管

施設の改築

ては，将来

とともに，

え，生活排

道への接続

将来にわた

ては，施設の

活排水処理

安定的な生活

合処理する農

理施設の再編

業集落排水処

取組の目標

施設の施設数

ール 

処理基本

推進 

雑排水（台所

る生活排水

水処理施設

おいて，毎日

業用水に入

設 

理施設 

した団地内

水を，団地内

管理手法の

築や更新の検

の人口減少

更新費用や

水処理施設

も含め検討

り存続する

の長寿命化

理施設の効

活排水処理

農業集落排水

編を検討し，

処理施設１

標指標 

数【単位：

Ｈ２７年度

改定計画

の策定・

推進 

  

主

所・風呂な

水処理施設

設 

日の生活で

入らないよ

内の各家庭

内で処理す

の検討 

検討に当た

少を見据え

や時期を踏

設の公共下

討 

る施設につ

化等を実施

－１１－ 

効率的な

を行うため

水施設と地

，より効果

４施設，地

施設】 

Ｈ２８年度

→

検討

順次，実

主な取組等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【生活排

な維持管理

め，生活排水

地域下水処理

果的・効率的

地域下水処理

現

（Ｈ２５

2

度 Ｈ２９年

→

実施
→

等 

排水処理施設

理の推進 

水処理施設の

理施設につい

的な維持管理

理施設１０

現状 

５年度） 

中

（Ｈ

24 

年度 Ｈ３０

→ →

→ →

設のイメージ

のうち，一定

いて，公共下

理を推進しま

施設） 

中間年度 

Ｈ２９年度） 

最

（

23 

０年度 Ｈ

→ 

→ 

ジ】 

定の区域

下水道へ

ます。 

最終年度

Ｈ３１年度）

→ 

Ｈ３１年度 

→ 

→ 



№ ５

取組内容

 将来に

で当該土

施設敷地

施設等の

① 有償

② 有償

実施

① 借受

② 借受

■ 有償

  中長

効率的

 

【借地返

契

契

 

１３

 

 

５５ 有償

容 

にわたって支

土地に係る費

地にかかる公

の所管部門と

償借受地の契

償借受地積

施スケジュ

受地の公有地

受地の返還

償借受地の適

長期的な視点

的な施設運営

返還，公有地

  

契約件数 

契約面積 

賃借料 

３件（１０，

償借受地の

支払うこと

費用総額を検

公有地・借受

とともに，施

取組の目

契約件数（

（契約面積

ール 

地化 

・無償化 

適正化に関す

点で有償借受

営に向けた有

地化の実績

平成２５

２８

３１０，

１８７，８

３９２㎡）

の適正化

になる借地

検証し，積

受地のバラ

施設運営等

標指標 

契約地権者

）【単位：㎡

Ｈ２７年度

検証

地権者交

買収・交

検証

地権者交

返還・無償

する取組 

受地に係る

有償借受地

（平成２７

５年度 

５件 

３３９㎡ 

７７千円

）を借地返

－１２－ 

化の推進 

地料と買収費

極的な公有

ンスにも配

等に係るコス

者数）【単位

㎡】 

度 Ｈ２８

交渉   

交換 

→

交渉  

償化 

→

主な取組等

る費用総額を

地の適正化を

年度末現在

→

平

２

１８

返還等⇒賃借

費用を比較検

有地化や借地

配慮しながら

ストの縮減に

（Ｈ

位：件】

3

８年度 Ｈ２

→ →

→ →

等 

を検証し，公

を推進 

在）】 

平成２７年

２７２件

９９，９４

８５，５５４

借料２，３

検討するな

地返還に取

ら，民間借受

に取り組み

現状 

Ｈ２５年度）

中

（Ｈ

285  

10,339 2

２９年度 Ｈ

→ 

→ 

公有地化ま

度 

件 

７㎡ 

４千円 

２３千円の

ど，中長期

り組むこと

受地に所在

ます。 

中間年度 

Ｈ２９年度） （

260  

250,000  

Ｈ３０年度 Ｈ

→ 

→ 

たは返還す

削減 

的な視点

で，公共

する公共

最終年度

（Ｈ３１年度）

240  

220,000 

Ｈ３１年度

→ 

→ 

するなど，


